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１【提出理由】

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象が発生したため、金融商品

取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づき、本臨時報告書を

提出するものであります。

 

 

２【報告内容】

（１）当該事象の発生年月日

平成28年12月16日

 

（２）当該事象の内容

 ブラウン管（以下、「CRT」という。）製造業者が平成７年３月頃から平成19年12月頃までに米国で販売した

CRTにつき国際的なカルテルを形成していたとして、平成25年３月15日、これらの製造業者からCRTを購入してい

た当社子会社であるSharp Electronics Corporation（以下、「SEC社」という。）及びSharp Electronics

Manufacturing Company of America, Inc.（以下、「SEMA社」という。）は、CRT製造業者に対して、カルテル

によって被った損害の賠償を求めて訴訟を提起しておりました。

 平成28年12月16日、その一部であるTechnicolor SA (旧 Thomson SA)、Technicolor USA, Inc. (旧 Thomson

Consumer Electronics, Inc.)及びTechnologies Displays Americas, LLC (旧 Thomson Displays Americas,

LLC) （以下、併せて「Thomson社」という。）との間で、Thomson社がSEC社及びSEMA社に対して47百万USドル

（5,529百万円。１USドル＝117.63円で換算。平成28年12月19日現在）を支払うことを内容とする和解を行うこ

とを決定しました。

 

（３）当該事象の損益に与える影響額

平成29年３月期第３四半期の連結決算において特別利益として上記金額を計上する見込みです。

 

 

以　上
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